
　宮崎県労働委員会では、労働者と使用者との間に生じた職場のトラブルについて、
随時、秘密厳守・無料で相談を受け付けています。次の期間は、平日の相談時間を延長し、
土・日曜日も相談を受け付けます。匿名もOK！お気軽にご相談ください。

お気軽に中小企業労働相談所へ御相談ください！

受付時間

　県では、県内４箇所に中小企業労働相談所を設置し、労働者や事業主等から、賃金や休暇など
の労働条件、解雇、パワハラ等、労働に関する様々な問題について、相談をお受けしています。

◎メール相談は⇒koyorodoseisaku@pref.miyazaki.lg.jp（件名に「労働相談」と記入ください）

宮崎(県雇用労働政策課内)
電話 0985-44-2618

日南(県税・総務事務所内)
電話 0987-22-2714

都城(県税・総務事務所内)
電話 0986-23-4518

延岡(県税・総務事務所内)
電話 0982-33-2862

月曜日から金曜日(祝祭日を除く)　8時30分～正午及び13時～17時
※来所相談は事前にお電話で予約してください。

無料

２月の労働相談週間のお知らせ

働くあんしんサポートダイヤル
０９８５－２６－７５３８

【日　　時】　令和７年２月１日（土）～７日（金）　
２月１日(土) ・ ２日(日)　9:00～12:00、13:00～17:00
２月３日(月)～７日(金)　8:30～12:00、13:00～19:00

【相談方法】　電話、ＦＡＸ、インターネット（相談専用フォーム）で受付しています
宮崎県労働委員会

宮崎市橘通東1丁目9番10号(県庁3号館6階)
FAX：0985-20-2715

平日夜間・土日
もどうぞ！

労働保険のお知らせ

宮崎労働局　労働保険徴収室　電話　0985-38-8822お問合せ先

宮崎県雇用労働政策課労政福祉担当　0985-26-7106お問合せ先

「労働保険」とは、「労働者災害補償保険（労
災保険）」と「雇用保険」とを総称した言葉
で、常勤、パート、アルバイトなどの名称
や雇用形態にかかわらず、労働者を１人で
も雇っている事業は原則、強制適用事業で
あり、成立手続を行う義務があります。

寄せられた相談をもとに、お答えします。寄せられた相談をもとに、お答えします。

宮崎県中小企業労働相談所

宮崎県雇用労働政策課労政福祉担当　TEL：0985-26-7106

このような問題についてお困りの場合は、宮崎県中小企業労働相談所にご相談ください。

お問合せ先

相  談  先 宮崎県中小企業労働相談所(宮崎/都城/日南/延岡)
※詳細は、４ページをご覧ください。

2024年４月から労働条件明示のルールが
変わったそうですが、主な変更点を教えて
ください。

労働相談
Q&A Q

. 
（全ての労働者を対象とするもの）
 1　就業場所・業務の変更の範囲

全ての労働契約の締結と有期雇用契約の更新のタイミングごとに、「雇い入れ直後」の就業場所・業務の内容に加
え、これらの「変更の範囲」について明示が必要となります。

　[記載例]（いずれも例示であり、就業場所と従事すべき業務は必ずしも関連していません。）
①就業場所・業務に限定がない場合
　・就業場所……（雇入れ直後）〇〇営業所（変更の範囲）本店及び全ての支店、営業所
　・従事すべき業務……（雇入れ直後）広告営業（変更の範囲）会社内での全ての業務
②就業場所・業務の一部に限定がある場合
　・就業場所……（雇入れ直後）〇〇市（変更の範囲）〇〇県内
　・従事すべき業務……（雇入れ直後）運送（変更の範囲）運送及び運行管理
③完全に限定の場合（就業場所や業務の変更が想定されない場合）
　・就業場所……（雇入れ直後）宮崎センター（変更の範囲）宮崎センター
　・従事すべき業務……（雇入れ直後）レジ、商品補充
　　　　　　　　　　 （変更の範囲）雇い入れ直後の従事すべき業務と同じ

（有期雇用労働者に対する明示事項等）
 ２　更新上限の明示

有期労働契約の締結と契約更新のタイミングごとに、更新上限（有期労働契約の通算契約期間または更新回数の
上限）の有無と内容の明示が必要になります。
なお、下記の場合は、更新上限を新たに設ける、または短縮する理由を有期契約労働者にあらかじめ（更新上限の
新設・短縮をする前のタイミングで）説明することが必要になります。

　　　ⅰ. 最初の契約締結より後に更新上限を新たに設ける場合
　　　ⅱ. 最初の契約締結の際に設けていた更新上限を短縮する場合
３　無期転換申込機会の明示
「無期転換申込権」が発生する更新のタイミングごとに、無期転換を申し込むことができる旨（無期転換申込機
会）の明示が必要になります。

４　無期転換後の労働条件の明示
「無期転換申込権」が発生する更新のタイミングごとに、無期転換後の労働条件の明示が必要になります。

　なお、厚生労働省の「Q＆A」において、原則として、既に雇用されている労働者に対して、改めて労働条件を明示す
る必要はないとされています。
　労働条件明示のルールの詳細につきましては、厚生労働省のウェブサイトや最寄りの労働基準監督署にお問い合
わせください。

主な変更点は以下のとおりです。（なお、スペースの都合上、一部省略しています。）A
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